様式第１（第５条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
　一般財団法人環境イノベーション情報機構
理 事 長　　大塚　柳太郎　   　 　殿
　　　　　　　　　　　          　申請者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）交付申請書
　平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）交付規程第５条の規定により上記補助金の交付について下記のとおり申請します。
記
１　補助事業の目的及び内容
      　別紙１　実施計画書のとおり
２　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　（うち消費税及び地方消費税相当額  　　　　　　　　　円）
３　補助事業に要する経費
      　別紙２　経費内訳のとおり
４　補助事業の開始及び完了予定年月日
　　　　　　交付決定の日　～　　　年　　月　　日
５　その他参考資料
注１　規程第３条第３項の規定に基づき共同で申請する場合は、事業者間で調整の上、事業者毎に申請するものとする。
別紙１

地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業実施計画書
	事業名
	地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業

	事業実施の団体名
	

	事業実施の担当者
	事業実施の代表者

	
	氏名
	事業者名・役職名
	所在地

	
	
	
	

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	
	事業実施の担当者（事業の窓口となる方）

	
	氏名
	事業者名・役職名
	備　　考

	
	
	
	

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	共同事業者
	団体等の名称
	事業実施責任者

	
	
	氏名
	役職名
	電話・FAX番号
	E-mailｱﾄﾞﾚｽ

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	＜事業の目的・概要＞

	【目的】
【概要】
※市町村長等の宣言・取組等
※「COOL CHOICE」の賛同　有・無
※補助事業の概要（内容・規模、COOL CHOCEの活用方法、普及啓発の展開等）を記入する。
[普及啓発事業実施場所・期間・頻度等]
※普及啓発事業を実施する場所、期間、回数等を記載してください。複数の箇所で行う場合も漏れのないように記載下さい。
※本事業と地域特性との関連等、特記事項を記入して下さい。


	＜低炭素化に資する環境対策への取組＞

	※過去・将来における低炭素化に向けての取組を記入する。


	＜事業の効果＞

	　※補助事業効果として、どのような目標をもって取組むか。また、その実施による波及効果について記入する。
≪普及啓発活動の概算規模（延べ人数等）≫ 
概算規模：　　　　　（人）
　 波及効果の測定方法（計算式等）　　
≪COOL CHOICE 賛同数（延べ人数等）≫ 
　賛同目標数：　　　　　（人）


	＜事業の実施体制＞

	※補助事業の実施体制について、補助事業者内の事業実施・経理等の体制及び関係者との協力・連携の内容・体制を記入する（別紙添付でも可）。


	＜事業実施に関連する事項＞

	【他の補助金との関係】
※他の国の補助金等への応募状況等を記入する。


	＜事業実施スケジュール＞

	※事業の実施スケジュールを記入する。
※実施スケジュールは別紙を添付してもよい。



注１　記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用する。
別紙２
地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業に要する経費内訳
	所要経費
	(1)総事業費
	(2)寄付金その他の収入

	(3)差引額
(1)－(2)
	(4)補助対象経費支出予定額

	
	円
	円
	円
	円

	
	(5)基準額
	(6)選定額
(4)と(5)を比較して少ない方の額
	(7)補助基本額
(3)と(6)を比較して少ない方の額
	(8)補助金所要額
(7)の額

	
	円
	円
	円
	円

	補助対象経費支出予定額内訳

	経費区分・費目
	金　　額
	積　　算　　内　　訳

	（記載例）
　業務費
　　・賃金
　　・諸謝金
　　・旅費
    ・
　　・
　　・
　　・
　　・
　　・

	○○○
　　○○○
○○○
○○○
	（数量）×（単価）= 金額


	合　　計
	円
	


注　本内訳に、見積書又は計算書等を添付する。
様式第２（第６条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
　一般財団法人環境イノベーション情報機構
理 事 長　　大塚　柳太郎　 　　 　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
　　　　　　　　　　
平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）変更交付申請書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）を下記のとおり変更したいので、平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）交付規程第６条の規定により関係書類を添えて申請します。
記
１　補助変更申請額     

２　変更内容         

３　変更理由
　　（注）具体的に記載する。
注１　１の金額欄の上部に（　）書きで当初交付決定額を記載する。
２　添付書類は、様式第１のそれぞれに準じて変更部分について作成することとし、別紙２については、変更前の金額を上段に（　）書きし、変更後の金額を下段に記載すること。
様式第３（第７条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　　号
平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）交付決定通知書
                                                    補助事業者
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付申請のあった平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）については、平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）交付規程（平成　　年　　月　　日　　第　　号。以下「交付規程」という。）第７条第１項の規定により、下記のとおり交付することを決定したので、通知する。
　　　　平成　　年　　月　　日
一般財団法人環境イノベーション情報機構　理 事 長　　印
記
１　補助金の交付の対象となる事業及びその内容は、平成　　年　　月　　日付け　　第         号交付申請書のとおりである。
２  補助基本額及び補助金の額は次のとおりである。ただし、事業の内容を変更する場合において、補助基本額又は補助金の額が変更されるときは、別に通知するところによる。
　　　補助基本額　金　　　　　　　　　円　　補助金の額　金　　　　　　　　円
３　事業に要する経費の区分ごとの配分及びこれに対応する補助金の額は、平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号交付申請書記載のとおりである。
４　事業内容の変更等特段の事情がない限り、交付を行う補助金の額は、この交付決定額を上限とする。
５　補助事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）交付要綱（平成２８年４月１日付け環地温発第１６０４０１４１号）、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）実施要領（平成２８年４月１日付け環地温発第１６０４０１４２号）及び交付規程に従わなければならない。
６　この交付決定に対し不服があるとき、申請の取り下げをすることのできる期限は平成　　　年　　月　　日とする。
７　補助事業における仕入れに係る消費税等については、交付規程第４条第２項ただし書の定めるところにより算定されている場合は、補助金の額の確定又は消費税の申告後において精算減額又は返還を行うこととする。
様式第４（第７条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　　号
平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）変更交付決定通知書
                                                    補助事業者
　平成　　年　　月　　日付け　　第　　号で変更交付申請のあった平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）については、交付規程第７条第１項の規定により、平成　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定した内容を下記のとおり変更することを決定したので通知する。
　　　　平成　　年　　月　　日
一般財団法人環境イノベーション情報機構　理 事 長　　印
記
１　補助金の交付の対象となる事業及びその内容は、平成　　年　　月　　日付け　　第         号変更交付申請書のとおりである。
２  変更後の補助金の額は、次のとおりである。
　　　変更前補助基本額　金　　　　　　　　　円　変更前補助金の額　金　　　　　　　　円
変更後補助基本額　金　　　　　　　　　円　変更後補助金の額　金　　　　　　　　円
増　　 減　　 額　金　　　　　　　　　円　増　　 減　　 額　金　　　　　　　　円
３　事業に要する経費の区分ごとの配分及びこれに対応する変更後の補助金の額は、平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号変更交付申請書記載のとおりである。
４　補助事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）交付要綱（平成２８年４月１日付け環地温発第１６０４０１４１号）、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）実施要領（平成２８年４月１日付け環地温発第１６０４０１４２号）及び交付規程に従わなければならない。
５　この交付決定に対し不服があるとき、申請の取り下げをすることのできる期限は平成　　　年　　月　　日とする。
６　補助事業における仕入れに係る消費税等については、交付規程第４条第２項ただし書の定めるところにより算定されている場合は、補助金の額の確定又は消費税の申告後において精算減額又は返還を行うこととする。
様式第５（第８条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
　一般財団法人環境イノベーション情報機構
理 事 長　　大塚　柳太郎   　　 　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）計画変更承認申請書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）の計画を下記のとおり変更したいので、平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）交付規程第８条第三号の規定により関係書類を添えて申請します。
記
１　変更の内容               

２　変更を必要とする理由     

３  変更が補助事業に及ぼす影響
注１　事業の内容を変更する場合にあっては、様式第１の別紙１に変更後の内容を記載して添付すること。
　２　経費の配分を変更する場合にあっては、様式第１の別紙２に変更前の金額を上段に（　）書きし、変更後の金額を下段に記載して添付すること。
様式第６（第８条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
　一般財団法人環境イノベーション情報機構
理 事 長　　大塚　柳太郎   　　 　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）中止（廃止）承認申請書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）を下記のとおり中止（廃止）したいので、平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）交付規程第８条第四号の規定により関係書類を添えて申請します。
記
１　中止（廃止）を必要とする理由     

２　中止（廃止）の予定年月日         

３　中止（廃止）までに実施した事業内容
４　中止（廃止）が補助事業に及ぼす影響
５　中止（廃止）後の措置             

注１　中止（廃止）までに実施した事業の内容については、様式第１の別紙１を使用し記載するとともに、様式第１の別紙２に交付決定額を上段に（　）書きし、中止（廃止）時の実施見込額を下段に記載した書類を添付すること。
様式第７（第８条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
　一般財団法人環境イノベーション情報機構
理 事 長　　大塚　柳太郎   　　 　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）遅延報告書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）の遅延について、平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）交付規程第８条第五号の規定により下記のとおり指示を求めます。
記
１　遅延の原因及び内容
２　遅延に係る金額
３　遅延に対して採った措置
４　遅延等が補助事業に及ぼす影響
５　補助事業の実施予定及び完了予定年月日
注１　事業の進捗状況を示した工程表を、当初と変更後を対比できるように作成し添付すること。
様式第８（第８条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
　一般財団法人環境イノベーション情報機構
理 事 長　　大塚　柳太郎   　　 　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）遂行状況報告書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）の遂行状況について、平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）交付規程第８条第六号の規定により下記のとおり報告します。
記
	経費の区分
	交付決定額(円)
	実施額(円)
	遂　行　状　況

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	
	


様式第９(第８条関係)

番　　　号
年　　月　　日
　一般財団法人環境イノベーション情報機構
理 事 長　　大塚　柳太郎   　　 　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
　　
平成２８年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）について、平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）交付規程第８条第十号の規定に基づき下記のとおり報告します。
記
１　補助金額（規程第１２条第１項による額の確定額）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　円
２  消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税
　額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　円
注１　別紙として積算の内容を添付すること。
 様式第１０（第１１条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
　
一般財団法人環境イノベーション情報機構
理 事 長　　大塚　柳太郎 　　　 　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）完了実績報告書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）を完了（中止・廃止）しましたので、平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）交付規程第１１条第１項の規定に基づき下記のとおり報告します。
記
１　補助金の交付決定額及び交付決定年月日
　　　               金　　　　　　　　　　　円（平成　　年　　月　　日　番号）
　　　               （うち消費税及び地方消費税相当額　　　　　　　円 ）
２　補助事業の実施状況
  　　　別紙１　実施報告書のとおり
３　補助金の経費収支実績
　　　　別紙２　経費所要額精算調書のとおり
４　補助事業の実施期間
　　　　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
５　添付資料
   （１）広報媒体資料（例、チラシ・市報など）
   （２）写真（取組の内容等が分かるもの）
   （３）その他参考資料（領収書等含む。）
別紙１

地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業実施報告書
	事業名
	地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業

	事業実施の団体名
	

	事業実施の担当者
	事業実施の代表者

	
	氏名
	事業者名・役職名
	所在地

	
	
	
	

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	
	事業実施の担当者（事業の窓口となる方）

	
	氏名
	事業者名・役職名
	備　　考

	
	
	
	

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	共同事業者
	団体等の名称
	事業実施責任者

	
	
	氏名
	役職名
	電話・FAX番号
	E-mailｱﾄﾞﾚｽ

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	＜実施した事業の概要＞

	【概要】

※補助事業の概要(内容・規模、普及啓発事業実施場所、期間、回数、COOL CHOICEの活用方法、普及啓発の展開等)を記入する。


	＜事業による効果＞

	※補助事業効果として、どのような目標を持って取り組んだか、その実施による波及効果や、目標に対する結果を記入する。
≪普及啓発活動の概算規模（延べ人数等）≫ 
　達成目標：　　　　　（人）
　 波及効果の測定方法（計算式等）　　
≪COOL CHOICE 賛同数（延べ人数等）≫ 
　賛同数：　　　　　（人）
　

	＜事業の実施体制＞、＜事業実施に関連する事項＞

	※交付申請書の＜事業の実施体制＞、＜事業実施に関連する事項＞の記入内容に変更がない場合は、「交付申請書のと
おり」と記入し、変更がある場合は、変更の内容を記入すること。


	＜事業実施スケジュール＞

	※事業の実施スケジュール（実績）を記入する。
※実施スケジュールは別紙を添付してもよい。



注１　本報告書に、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）交付申請書に添付した書類に変更がある場合、変更後の書類を添付する。
注２　記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用する。
別紙２
地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業に要する経費所要額精算調書
１．経費実績額
	(1)総事業費

	(2)寄付金その他の収入
	(3)差引額
(1)－(2)

	(4)補助対象経費実支出額
	(5)基準額

	円
	円
	円
	円
	円

	(6)選定額
(4)と(5)を比較し
て少ない方の額
	(7)補助基本額
(3)と(6)を比較し
て少ない方の額
	(8)補助金所要額(7)の額
	(9)補助金交付決定額
	(10)過不足額
(9)－(8)

	円
	円
	円
	円
	円


２．補助対象経費実支出額内訳
	経費区分・費目
	金　　額
	積　　算　　内　　訳

	
	
	

	合　　計
	円
	


注　本調書に、請求書、領収書又は計算書等を添付する。
様式第１１（第１１条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
　
一般財団法人環境イノベーション情報機構
理 事 長　　大塚　柳太郎　 　　 　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
　　　　　　　　　　
平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）年度終了実績報告書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）の平成２８年度における実績について、平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）交付規程第１１条第２項の規定に基づき下記のとおり報告します。
記
１　補助金の交付決定額及び交付決定年月日
　　　金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（平成　　年　　月　　日　番号）
　　　（うち消費税及び地方消費税相当額　　　　　　　円 ）
２　補助事業の実施状況
　　　　＊　交付規程第８条第五号の規定に基づき機構の指示を受けた場合は、翌会計年度に行う補助事業に関する計画を含む。
３　補助金の経費所要額実績
　　　　別表のとおり
別表
経費所要額実績
（単位：円）
	 交 付 決 定 の 内 容
	 年 度 内 遂 行 実 績
	翌 年 度 繰 越 額

	(1)補助事業に
要する経費
	(2)交付決定額
	(3)事　業　費
支払実績額
	(4)補　助　金
受　入　額
	(5)補助事業に
要する経費
（1）－（3）
	(6)補　助　金
所　要　額
（2）－（4）

	
	
	
	
	
	


様式第１２（第１２条関係）
                                                     　　　　　第　　　　　　号
平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）交付額確定通知書
                                             補助事業者
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定した二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）については、平成　　年　　月　　日付けの完了実績報告書に基づき、下記のとおり交付額を確定したので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）交付規程（平成　　年　　月　　日付け　　第　　号。以下「交付規程」という。）第１２条第１項の規定により通知する。
記
    　　　確　　定　　額　　　　　　　金　　　　　　　　　円
   　　　平成　　年　　月　　日
一般財団法人環境イノベーション情報機構　
理 事 長　　大塚　柳太郎　　 　
（超過交付額が生じた場合）
なお、超過交付となった金　　　　円については、交付規程第１２条第２項及び第３項の規定により平成　　年　　月　　日までに返還ることを命ずる。
様式第１３（第１３条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
　
一般財団法人環境イノベーション情報機構
理 事 長　　大塚　柳太郎　 　　 　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
　　　　　　　　　　
平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）精算払請求書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付額確定（交付決定）の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）の精算払を受けたいので、平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）交付規程第１３条第２項の規定に基づき下記のとおり請求します。
記
１　請求金額            金               　　　円
２　請求金額の内訳
  （概算払の場合）                                               　 (単位：円)
	経費区分
	交付決定額
①
	支　出　費　用　状　況
	概算払
受領済額
    ⑤
	差引請求額
④－⑤

	
	
	実績額
②
	見込額
③
	合　計
④＝②+③
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	    計
	
	
	
	
	
	


  （精算払の場合）                                       　　　(単位：円)
	 交付決定額
	 確定額
①
	 概算払受領済額
②
	 差引請求額
①－②

	
	
	
	


３　振込先の金融機関、その支店名、預金の種別、口座番号及び名義
様式第１４（第１５条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
　
環　境　大　臣　　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　 　　　　 　　　印
　　　　　　　　　　
平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）
事業報告書
　　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）について、平成２８年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業）交付規程第１５条の規定に基づき下記のとおり報告します。
記
１　事業実施による波及効果について
　（１）　普及啓発活動への参加者数等
　　　※その他、普及効果と考えられるものがあれば、具体的に記入して下さい。
(２)　「COOL CHOICE」(賢い選択) 賛同数（実績）
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